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広島県の地域区分 

本ビジョン（資料編）における地域区分は以下のとおりとする。 

 

地域区分 市町村 

西部 広島市、江田島市、府中町、海田町、熊野町、坂町 

呉 呉市 

廿日市 廿日市市、大竹市 

安芸太田 安芸太田町、北広島町 

東広島 東広島市、竹原市、大崎上島町 

東部 福山市、府中市、神石高原町 

三原 三原市、尾道市、世羅町 

北部 安芸高田市、三次市  ※ 安芸高田市は西部建設事務所から北部建設事務所に移管 

庄原 庄原市 

                   出所：国土交通省「国土数値情報」 

※ 上記の地域区分は建設事務所管轄区域と一致 

安芸高田市

広島市

江田島市

府中町 海田町

熊野町
坂町

呉市

廿日市市

大竹市

北広島町

安芸太田町

東広島市

竹原市

大崎上島町

庄原市

福山市

府中市

神石高原町

三原市

尾道市

世羅町

三次市

西部地域 呉地域

廿日市地域

安芸太田地域

東広島地域

東部地域

三原地域

北部地域

庄原地域
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また、本ビジョン（資料編）において「中山間地域」とは以下の市町を指す。 

 

 

地域区分 市町村 

中山間地域 
府中市、三次市、庄原市、安芸高田市、江田島市、安芸太田町、北広島町、 

大崎上島町、世羅町、神石高原町（計 10 市町） 

※ その全域が広島県中山間地域振興条例第２条に規定する「中山間地域」である 10 市町 

  

安芸高田市

江田島市

北広島町

安芸太田町

大崎上島町

庄原市

府中市

神石高原町

世羅町

三次市

中山間地域
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１ 広島県の人口構造 

図表 １-1 広島県の人口と将来推計 

 
※ グラフ上の数値は広島県の総人口である。総人口は年齢不詳の者を含むため、年少人口、生産年齢人口、老年人口

の合計値とは一致しない。 

出所：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口 令和５（2023）年推計」 

図表 １-2 広島県の人口と将来推計（年齢階層別人口構成比） 

 
出所：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口 令和５（2023）年推計」 
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図表 １-3 県内地域別の人口構成 

 

出所：一般財団法人建設業情報管理センター「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

（※以下「報告書」という。）のデータ（出所：総務省「国勢調査」）を基に広島県が作成 

 

図表 １-4 県内地域別の人口増減率（2000 年→2025 年） 

 
出所：報告書のデータ（出所：総務省「国勢調査」）を基に広島県が作成 
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２ 産業構造に占める建設業の位置 

図表 ２-1 全国の産業別生産額と就業者数（上位産業） 

【2024 年度】国内総生産：計 634.2 兆円 【2020 年】就業者数：計 5,764 万人 

  
出所：内閣府「国民経済計算」、総務省「国勢調査」を基に広島県が作成 

 

図表 ２-2 広島県の産業別生産額と就業者数（上位産業） 

【2023 年度】総生産：計 12.6 兆円 【2020 年】就業者数：計 131.8 万人 

 

 

出所：報告書のデータ（出所：広島県「市町民経済計算」、総務省「国勢調査」）を基に広島県が作成 
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図表 ２-3 県内地域別の建設業の生産額（2023 年度） 

 

   （億円） 

 総生産 建設業 総生産に占める割合 

西部地域 60,744 2,705 4.45% 

呉地域 10,596 447 4.22% 

廿日市地域 5,874 328 5.58% 

安芸太田地域 1,332 164 12.30% 

東広島地域 13,559 653 4.81% 

東部地域 19,549 1,328 6.79% 

三原地域 9,958 552 5.54% 

北部地域 3,266 251 7.69% 

庄原地域 1,204 122 10.16% 

広島県 126,081 6,550 5.19% 
 

 

   （億円） 

 総生産 建設業 総生産に占める割合 

中山間地域 9,362 787 10.90% 

中山間地域以外 116,719 5,762 5.20% 

広島県 126,081 6,550 5.60% 
 

出所：報告書のデータ（出所：広島県「市町民経済計算」）を基に広島県が作成 
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図表 ２-4 県内地域別の建設業の就業者数（2020 年） 

 

 

   （万人） 

 全就業者 建設業 全就業者に占める割合 

西部地域 63.0 5.0 8.0% 

呉地域 10.0 0.6 6.3% 

廿日市地域 6.7 0.5 7.4% 

安芸太田地域 1.2 0.1 8.0% 

東広島地域 10.8 0.6 5.5% 

東部地域 23.4 1.8 7.8% 

三原地域 11.2 0.8 7.1% 

北部地域 3.8 0.3 6.6% 

庄原地域 1.7 0.1 6.7% 

広島県 131.8 9.8 7.5% 
 

   （万人） 

 全就業者 建設業 全就業者に占める割合 

中山間地域 11.1 0.8 6.9% 

中山間地域以外 120.7 9.1 7.5% 

広島県 131.8 9.8 7.5% 
 

出所：報告書のデータ（出所：総務省「国勢調査」）を基に広島県が作成 
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(1) 西部地域 

図表 ２-5 県内地域別の生産額と就業者数の推移（西部地域） 

【生産額】 

 

出所：報告書のデータ（出所：広島県「市町民経済計算」）を基に広島県が作成 

 

【就業者数】 

  

出所：総務省「国勢調査」 
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(2) 呉地域 

図表 ２-6 県内地域別の生産額と就業者数の推移（呉地域） 

【生産額】 

 
出所：報告書のデータ（出所：広島県「市町民経済計算」）を基に広島県が作成 

 

【就業者数】 

 
出所：総務省「国勢調査」 
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(3) 廿日市地域 

図表 ２-7 県内地域別の生産額と就業者数の推移（廿日市地域） 

【生産額】 

 

出所：報告書のデータ（出所：広島県「市町民経済計算」）を基に広島県が作成 

 

【就業者数】 

 

出所：総務省「国勢調査」  
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(4) 安芸太田地域 

図表 ２-8 県内地域別の生産額と就業者数の推移（安芸太田地域） 

【生産額】 

 

出所：報告書のデータ（出所：広島県「市町民経済計算」）を基に広島県が作成 

 

【就業者数】 

 

出所：総務省「国勢調査」 
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(5) 東広島地域 

図表 ２-9 県内地域別の生産額と就業者数の推移（東広島地域） 

【生産額】 

 

出所：報告書のデータ（出所：広島県「市町民経済計算」）を基に広島県が作成 

 

【就業者数】 

 

出所：総務省「国勢調査」 
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(6) 東部地域 

図表 ２-10 県内地域別の生産額と就業者数の推移（東部地域） 

【生産額】 

 

出所：報告書のデータ（出所：広島県「市町民経済計算」）を基に広島県が作成 

 

【就業者数】 

 

出所：総務省「国勢調査」 
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(7) 三原地域 

図表 ２-11 県内地域別の生産額と就業者数の推移（三原地域） 

【生産額】 

 

出所：報告書のデータ（出所：広島県「市町民経済計算」）を基に広島県が作成 

 

【就業者数】 

 

出所：総務省「国勢調査」 
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(8) 北部地域 

図表 ２-12 県内地域別の生産額と就業者数の推移（北部地域） 

【生産額】 

 

出所：報告書のデータ（出所：広島県「市町民経済計算」）を基に広島県が作成 

 

【就業者数】 

  

出所：総務省「国勢調査」 
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(9) 庄原地域 

図表 ２-13 県内地域別の生産額と就業者数の推移（庄原地域） 

【生産額】 

 

 
出所：報告書のデータ（出所：広島県「市町民経済計算」）を基に広島県が作成 

 

【就業者数】 

 

出所：総務省「国勢調査」 
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(10)  広島県全域（参考） 

図表 ２-14 県内地域別の生産額と就業者数の推移（広島県） 

【生産額】 

 

出所：報告書のデータ（出所：広島県「市町民経済計算」）を基に広島県が作成 

 

【就業者数】 

 

出所：総務省「国勢調査」 
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(11) 中山間地域（参考） 

図表 ２-15 県内地域別の生産額と就業者数の推移（中山間地域） 

【生産額】 

 

出所：広島県「市町民経済計算」 

 

【就業者数】 

 

出所：総務省「国勢調査」 
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(12) 中山間地域以外（参考） 

図表 ２-16 県内地域別の生産額と就業者数の推移（中山間地域以外） 

【生産額】 

 
出所：広島県「市町民経済計算」 

 

【就業者数】 

 

出所：総務省「国勢調査」 
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３ 建設投資の動向 

図表 ３-1 建設投資額の推移（総額、種類別） 

【全国】 

 

出所：報告書のデータ（出所：国土交通省「建設総合統計」）を基に広島県が作成 

 

【広島県】 

 
出所：報告書のデータ（出所：国土交通省「建設総合統計」）を基に広島県が作成 
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図表 ３-2 公共・土木工事の動向 

【全国】 

 

出所：報告書のデータ（出所：国土交通省「建設総合統計」）を基に広島県が作成 

 

【広島県】 

 

 
出所：報告書のデータ（出所：国土交通省「建設総合統計」）を基に広島県が作成 
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図表 ３-3 公共・建築工事の動向 

【全国】 

 
出所：報告書のデータ（出所：国土交通省「建設総合統計」）を基に広島県が作成 

 

【広島県】 

 
出所：報告書のデータ（出所：国土交通省「建設総合統計」）を基に広島県が作成 
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図表 ３-4 民間・土木工事の動向 

【全国】  

 

出所：報告書のデータ（出所：国土交通省「建設総合統計」）を基に広島県が作成 

 

【広島県】 

 
出所：報告書のデータ（出所：国土交通省「建設総合統計」）を基に広島県が作成 
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図表 ３-5 民間・建築工事の動向 

【全国】 

 
出所：報告書のデータ（出所：国土交通省「建設総合統計」）を基に広島県が作成 

 

【広島県】 

 

出所：報告書のデータ（出所：国土交通省「建設総合統計」）を基に広島県が作成 
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図表 ３-6 公共事業関係予算の推移（広島県土木建築局関係当初予算） 

 

 

出所：広島県調べ 
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図表 ３-7 元請完成工事高に占める維持修繕比率の推移 

【全国】 

 

【広島県】 

 
※ 維持修繕比率＝維持修繕工事完成工事高／全体完成工事高 

出所：国土交通省「建設工事施工統計調査」 
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４ 建設業の事業者数の動向 

図表 ４-1 広島県の全産業及び建設業の事業所数及び従業者数の推移 

 

 

出所：総務省「事業所・企業統計調査」、経済産業省「経済センサス」 

 

図表 ４-2 全国及び広島県の建設業許可業者数 

 

出所：報告書のデータ（出所：国土交通省「建設業許可業者数調査」）を基に広島県が作成 
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図表 ４-3 広島県の建設業許可業者数の推移（資本階層別） 

 

出所：広島県調べ 

 

図表 ４-4 広島県の建設業許可業者数の資本階層別構成比（令和７年 3 月末時点） 

 

 
出所：広島県調べ 
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図表 ４-5 広島県の建設業許可業者数の推移（全業種一覧） 

 

出所：広島県調べ 

 

許可業種
H21

（年度）
H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

土木一式 3,902 3,753 3,753 3,632 3,481 3,383 3,316 3,271 3,256

建築一式 3,946 3,793 3,793 3,664 3,531 3,504 3,399 3,317 3,258

鋼構造物 2,903 2,863 2,863 2,824 2,780 2,765 2,757 2,769 2,812

ほ装 3,143 3,045 3,045 2,963 2,865 2,800 2,758 2,746 2,767

とび・土工・コンクリート 4,775 4,676 4,676 4,567 4,462 4,494 4,477 4,511 4,582

管 2,235 2,204 2,204 2,150 2,110 2,112 2,063 2,071 2,087

電気 1,251 1,247 1,247 1,250 1,271 1,332 1,336 1,363 1,379

機械器具設置 582 591 591 593 604 602 611 620 644

塗装 1,675 1,661 1,661 1,652 1,633 1,660 1,694 1,740 1,779

電気通信 364 364 364 370 367 383 386 391 398

しゅんせつ 2,255 2,210 2,210 2,174 2,112 2,070 2,044 2,040 2,051

水道施設 2,941 2,862 2,862 2,793 2,699 2,638 2,590 2,573 2,578

消防施設 402 405 405 402 399 403 391 397 398

その他 16,862 16,729 16,729 16,721 16,460 16,705 16,779 17,248 17,975

合計 47,236 46,403 46,403 45,755 44,774 44,851 44,601 45,057 45,964

許可業種 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
構成比
（R6年度）

H21→R6
増減率

土木一式 3,274 3,316 3,323 3,362 3,335 3,368 3,388 6.6% -13.2%

建築一式 3,253 3,249 3,192 3,176 3,126 3,088 3,065 5.9% -22.3%

鋼構造物 2,852 2,913 2,940 3,020 3,039 3,080 3,120 6.0% 7.5%

ほ装 2,800 2,850 2,871 2,935 2,932 2,975 3,004 5.8% -4.4%

とび・土工・コンクリート 4,635 4,710 4,789 4,862 4,873 4,949 5,018 9.7% 5.1%

管 2,110 2,136 2,162 2,202 2,197 2,237 2,272 4.4% 1.7%

電気 1,386 1,409 1,434 1,447 1,462 1,513 1,548 3.0% 23.7%

機械器具設置 652 659 671 689 698 716 723 1.4% 24.2%

塗装 1,832 1,880 1,952 2,031 2,098 2,151 2,195 4.2% 31.0%

電気通信 401 409 425 427 429 431 431 0.8% 18.4%

しゅんせつ 2,088 2,129 2,147 2,207 2,206 2,244 2,272 4.4% 0.8%

水道施設 2,599 2,641 2,652 2,699 2,693 2,729 2,751 5.3% -6.5%

消防施設 397 399 396 406 410 412 405 0.8% 0.7%

その他 18,733 19,503 19,973 20,487 20,785 21,018 21,467 41.6% 27.3%

合計 47,012 48,203 48,927 49,950 50,283 50,911 51,659 100.0% 9.4%
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図表 ４-6 広島県の建設業許可業者数の推移（市町別・中山間地域/中山間地域以外別） 

 

出所：広島県調べ 

  

市町
R1
（年度）

R2 R3 R4 R5
構成比

（R5年度）

R1→R5
年度

増減率

広島市 5,533 5,563 5,539 5,603 5,673 46.9% 2.5%

呉市 855 856 852 853 857 7.1% 0.2%

竹原市 132 132 127 131 131 1.1% -0.8%

三原市 354 353 353 364 369 3.1% 4.2%

尾道市 500 488 483 474 469 3.9% -6.2%

福山市 2,001 2,036 2,053 2,086 2,106 17.4% 5.2%

府中市 140 142 139 138 135 1.1% -3.6%

三次市 224 224 219 218 222 1.8% -0.9%

庄原市 125 124 121 121 121 1.0% -3.2%

大竹市 111 115 113 114 115 1.0% 3.6%

東広島市 605 616 619 631 633 5.2% 4.6%

廿日市市 369 376 371 375 378 3.1% 2.4%

安芸高田市 127 113 110 113 113 0.9% -11.0%

江田島市 97 89 83 83 85 0.7% -12.4%

府中町 170 173 178 179 176 1.5% 3.5%

海田町 84 87 82 82 84 0.7% 0.0%

熊野町 83 86 85 85 86 0.7% 3.6%

坂町 45 45 46 47 47 0.4% 4.4%

安芸太田町 46 45 42 42 41 0.3% -10.9%

北広島町 104 103 102 103 103 0.9% -1.0%

大崎上島町 23 22 21 22 22 0.2% -4.3%

世羅町 84 81 79 80 84 0.7% 0.0%

神石高原町 47 45 43 44 42 0.3% -10.6%

中山間地域 1,017 988 959 964 968 8.0% -4.8%

中山間地域以外 10,842 10,926 10,901 11,024 11,124 92.0% 2.6%

合計 11,859 11,914 11,860 11,988 12,092 100.0% 2.0%
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５ 建設企業の経営状況 

図表 ５-1 広島県の経営事項審査受審業者数と 1 業者当たり平均完成工事高の推移 

 

 
出所：経営事項審査データ 
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図表 ５-2 広島県の経営事項審査受審業者数と 1 業者当たり平均完成工事高の推移（地域別） 
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出所：報告書のデータ（出所：経営事項審査データ）を基に広島県が作成 
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図表 ５-3 広島県の経営事項審査受審業者数と1 業者当たり平均完成工事高の推移（中山間地域/中山間地域以外別） 

 

 

出所：経営事項審査データ 
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図表 ５-4 広島県の経営事項審査受審業者数と 1 業者当たり平均完成工事高の推移（土木一式格付別） 

  

  

出所：経営事項審査データ 
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図表 ５-5 経営事項審査 8 指標の概要、全国の受審業者の平均値（2008/2023 年度） 

 

出所：経営事項審査データ 

 

図表 ５-6 経営事項審査 8 指標の概要、広島県の受審業者の平均値（2008/2023 年度） 

 

出所：経営事項審査データ 

  

2008 2023

年度 年度

純支払利息比率 有利子負債の状況を支払利息の観点から見た比率で、小さいほど良い 0.67 0.25

負債回転期間
会社にとって返済等の必要がある経済的負担等が、月商（1か月当たりの

平均売上高）に対しどれだけあるかを示す比率で、小さいほど良い
6.02 6.06

総資本売上総利益率
総資本（負債純資産合計）に対する売上総利益の割合で、投資効率を企業

のもっとも基本的な利益である売上総利益から見た指標。高いほど良い
29.62 31.43

売上高経常利益率
売上高に対する企業の経常的な活動からの利益（経常利益）の比率。財務

活動なども含めた通常の企業活動における利益率であり、高いほど良い
0.20 1.55

自己資本対固定資産

比率

固定資産比率の逆数をとった比率で、設備投資など固定資産がどの程度自

己資本（純資産）で調達されているかを見る。逆数をとっているので高い

ほど良い

120.00 160.77

自己資本比率
総資本（負債純資産合計）に対し、自己資本（純資産）の占める割合を見

るもので、資本蓄積の度合いを示す比率。高いほど良い
27.09 36.31

営業キャッシュフロー

（絶対額）

営業活動で得られた資金が、どれだけ増加したかを見る指標で、

高いほど良い
0.07 0.25

利益剰余金（絶対額） 会社設立以来の損益の蓄積の度合いを見る指標で、高いほど良い 0.77 2.10

評点（Ｙ） 上記8指標を総合し点数化したもの。高いほど良い 711.01 784.83

指標 概要

2008 2023

年度 年度

純支払利息比率 有利子負債の状況を支払利息の観点から見た比率で、小さいほど良い 0.77 0.41

負債回転期間
会社にとって返済等の必要がある経済的負担等が、月商（1か月当たりの

平均売上高）に対しどれだけあるかを示す比率で、小さいほど良い
6.97 6.93

総資本売上総利益率
総資本（負債純資産合計）に対する売上総利益の割合で、投資効率を企業

のもっとも基本的な利益である売上総利益から見た指標。高いほど良い
30.77 31.42

売上高経常利益率
売上高に対する企業の経常的な活動からの利益（経常利益）の比率。財務

活動なども含めた通常の企業活動における利益率であり、高いほど良い
▲ 0.56 1.42

自己資本対固定資産

比率

固定資産比率の逆数をとった比率で、設備投資など固定資産がどの程度自

己資本（純資産）で調達されているかを見る。逆数をとっているので高い

ほど良い

87.46 143.90

自己資本比率
総資本（負債純資産合計）に対し、自己資本（純資産）の占める割合を見

るもので、資本蓄積の度合いを示す比率。高いほど良い
17.32 31.08

営業キャッシュフロー

（絶対額）

営業活動で得られた資金が、どれだけ増加したかを見る指標で、

高いほど良い
0.12 0.36

利益剰余金（絶対額） 会社設立以来の損益の蓄積の度合いを見る指標で、高いほど良い 1.31 3.07

評点（Ｙ） 上記8指標を総合し点数化したもの。高いほど良い 677.02 756.31

指標 概要
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図表 ５-7 経営事項審査受審業者の評点（Y）の地域・土木一式格付別推移 

【広島県内地域別】 

 
      出所：報告書のデータ（出所：経営事項審査データ）を基に広島県が作成 

 

【中山間地域/中山間地域以外別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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【土木一式工事格付別】 

 

出所：経営事項審査データ 
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図表 ５-8 経営事項審査受審業者の 8 指標の地域・土木一式格付別推移 

(1) 純支払利息比率 

 【広島県内地域別】 

出所：報告書のデータ（出所：経営事項審査データ）を基に広島県が作成 

【中山間地域/中山間地域以外別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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【土木一式工事格付別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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(2) 負債回転期間 

【広島県内地域別】 

出所：報告書のデータ（出所：経営事項審査データ）を基に広島県が作成 

【中山間地域/中山間地域以外別】 

 

      出所：経営事項審査データ 

  

4

6

8

10

12

2008

（年度）

11 14 17 20 23

全県 西部地域 呉地域

廿日市地域 安芸太田地域 東広島地域

東部地域 三原地域 北部地域

庄原地域

（月）

4

6

8

10

12

2008

（年度）

11 14 17 20 23

中山間地域 中山間地域以外
（月）



 

42 

【土木一式工事格付別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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(3) 総資本売上総利益率 

【広島県内地域別】 

出所：報告書のデータ（出所：経営事項審査データ）を基に広島県が作成 

【中山間地域/中山間地域以外別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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【土木一式工事格付別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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(4) 売上高経常利益率 

【広島県内地域別】 

出所：報告書のデータ（出所：経営事項審査データ）を基に広島県が作成 

【中山間地域/中山間地域以外別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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【土木一式工事格付別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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(5) 自己資本対固定資産比率 

【広島県内地域別】 

出所：報告書のデータ（出所：経営事項審査データ）を基に広島県が作成 

【中山間地域/中山間地域以外別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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【土木一式工事格付別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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(6) 自己資本比率 

【広島県内地域別】 

出所：報告書のデータ（出所：経営事項審査データ）を基に広島県が作成 

【中山間地域/中山間地域以外別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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【土木一式工事格付別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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(7) 営業キャッシュフロー（絶対額） 

【広島県内地域別】 

出所：報告書のデータ（出所：経営事項審査データ）を基に広島県が作成 

【中山間地域/中山間地域以外別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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【土木一式工事格付別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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(8) 利益剰余金（絶対額） 

【広島県内地域別】 

出所：報告書のデータ（出所：経営事項審査データ）を基に広島県が作成 

【中山間地域/中山間地域以外別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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【土木一式工事格付別】 

 

      出所：経営事項審査データ 
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図表 ５-9 経営事項審査受審業者の売上高経常利益率の推移（完工高階層別） 

 

※ 経営状況分析の指標では上限値・下限値が設定されており、実際の売上高経常利益率と乖離がある可

能性があるため、経営事項審査結果通知書に記載されている売上高及び経常利益の数値を使用して再

計算している。 

出所：経営事項審査データ 
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図表 ５-10 地域・土木一式格付別の売上高経常利益率（令和５年度） 

  

         出所：経営事項審査データ 

図表 ５-11 広島県の建設業の倒産状況 

 

※ 負債金額 1,000 万円以上の法的整理を対象としている。対象先は法人に加えて個人事業主を含む。 
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６ 建設業就業者の動向 

図表 ６-1 広島県と全国の就業者数（総数及び建設業）の推移 
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出所：総務省「国勢調査」 

 

  

5,581 5,836 6,168 6,414 6,298 6,151 5,961 5,892 5,764 

538 527 

584 

663 
629 

539 

447 434 418 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

0

200

400

600

800

1980

（年）

85 90 95 2000 05 10 15 20

（万人）（万人）
全国 総数（右軸） 建設業

133 136 141 147 143 140 134 134 132 

12.9 12.7 
13.5 

15.4 
14.4 

12.7 

10.3 10.1 9.8 

0

50

100

150

200

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

1980

（年）

85 90 95 2000 05 10 15 20

（万人）（万人）
広島県 総数（右軸） 建設業



 

58 

図表 ６-2 県内地域別の就業者数（総数及び建設業）の推移 
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出所：報告書のデータ（出所：総務省「国勢調査」）を基に広島県が作成 
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図表 ６-3 中山間地域/中山間地域以外の就業者数（総数及び建設業）の推移 

 

 

 

出所：総務省「国勢調査」 
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図表 ６-4 県内地域別の就業者数（総数及び建設業）の推移（指数） 

 

 

出所：報告書のデータ（総務省「国勢調査」）を基に広島県が作成 

  

30

40

50

60

70

80

90

100

110

1995 2000 05 10 15 20

広島県

西部地域

呉地域

廿日市地域

安芸太田地域

東広島地域

東部地域

三原地域

北部地域

庄原地域

総数

（年）

（指数：1995年=100）

30

40

50

60

70

80

90

100

110

1995 2000 05 10 15 20

広島県

西部地域

呉地域

廿日市地域

安芸太田地域

東広島地域

東部地域

三原地域

北部地域

庄原地域

建設業

（年）

（指数：1995年=100）



 

62 

図表 ６-5 中山間地域/中山間地域以外の就業者数（総数及び建設業）の推移（指数） 

 

 

 

出所：総務省「国勢調査」 
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図表 ６-6 広島県と全国の建設業における女性就業者数の推移 

 

出所：総務省「国勢調査」 

 

 

図表 ６-7 中山間地域/中山間地域以外の建設業の女性就業者数の推移 

 

出所：総務省「国勢調査」 
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図表 ６-8 中山間地域/中山間地域以外の建設業の女性就業者数の推移（指数） 

  

出所：総務省「国勢調査」 

 

 

図表 ６-9 広島県と全国の建設業における外国人労働者数の推移 

 

出所：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」 
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図表 ６-10 広島県の建設業就業者の年齢構成の推移 

 

出所：総務省「国勢調査」 

 

図表 ６-11 県内地域別の建設業就業者の年齢構成の推移 
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出所：報告書のデータ（出所：総務省「国勢調査」）を基に広島県が作成 
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図表 ６-12 県内地域別の建設業就業者の年齢構成の推移（中山間地域/中山間地域以外） 

 

 

 

出所：総務省「国勢調査」 
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図表 ６-13 全国及び広島県の建設業職種別の年齢構成（2020 年） 

 

【技術者】 

 

 

出所：総務省「国勢調査」 

 

【技能労働者】 

 

出所：総務省「国勢調査」 
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図表 ６-14 全国及び広島県の建設業就業者の平均年齢の推移 

 

出所：総務省「国勢調査」 

 

図表 ６-15 全国及び広島県の主要産業の就業者平均年齢（2020 年） 

 

出所：総務省「国勢調査」 
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７ 建設業の就業環境 

図表 ７-1 広島県の産業別給与・労働時間水準の比較（2025 年） 

 

出所：報告書のデータ（出所：広島県「毎月勤労統計調査 地方調査結果」）を基に広島県が作成 
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図表 ７-2 広島県の産業別給与・労働時間水準の比較（2019 年） 

  

出所：報告書のデータ（出所：広島県「毎月勤労統計調査 地方調査結果」）を基に広島県が作成 

※「複合サービス事業」は総務省統計局の定義（大分類）によれば「郵便局」「協同組合」が該当する。 

 

図表 ７-3 2019 年-2025 年における広島県の産業別給与・労働時間水準の増減（業種抜粋） 
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全産業 144.3 137.5 ▲ 6.8 31.8 34.3 2.5 

出所：報告書のデータ（出所：広島県「毎月勤労統計調査 地方調査結果」）を基に広島県が作成 
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図表 ７-4 広島県の常用労働者 1 人あたり平均月間労働時間 

 
出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」 

図表 ７-5 産業別死亡災害発生状況 

 

出所：広島県労働局「死亡災害発生状況」 
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８ 建設業への入職・採用状況 

図表 ８-1 広島県建設業関係職種の有効求人倍率・充足率 

【建設業関係職種の有効求人倍率】 

 

出所：報告書のデータ（出所：厚生労働省「職業安定業務統計」）を基に広島県が作成 

 

【建設業関係職種の充足率】 

 

出所：報告書のデータ（出所：厚生労働省「職業安定業務統計」）を基に広島県が作成 
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図表 ８-2 広島県の建設産業新規求人数 

 

出所：広島県調べ 
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図表 ８-3 高校卒業者の進路（2025 年 3 月末） 

【全国】 

  
出所：文部科学省「学校基本調査」 

 

【広島県】 

  

出所：文部科学省「学校基本調査」 
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図表 ８-4 高校卒業者の産業別就職割合（2025 年 3 月末） 

【全国】 

 
出所：文部科学省「学校基本調査」 

 

【広島県】 

 
出所：文部科学省「学校基本調査」 
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図表 ８-5 広島県の高校卒業者の進学・就職、就職先産業別の県内・県外割合（2025 年 3 月末） 

 

【進学・就職別】 

 

出所：文部科学省「学校基本調査」 

 

 

【就職先産業別】 

 

出所：文部科学省「学校基本調査」 
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図表 ８-6 新規高校卒業者の建設業就職状況 

【全国】 

 

【広島県】 

 

出所：文部科学省「学校基本調査」 
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図表 ８-7 高校卒業者の県内就職率の推移 

【県内就職率（全産業）】 

 

 

出所：文部科学省「学校基本調査」 

【県内就職率（建設業）】 

 

出所：文部科学省「学校基本調査」 
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図表 ８-8 新規高卒就職者の就職後 3 年以内離職率の推移（全国・産業別） 

 

出所：厚生労働省「新規高卒就職者の産業別離職状況」 

図表 ８-9 新規高卒就職者の建設業就職後 3 年以内離職率の推移（全国・離職年次別） 

 

出所：厚生労働省「新規高卒就職者の産業別離職状況」 
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図表 ８-10 建設産業入職者の職歴状況（全国） 

【実数】 

 

【構成比】 

 

出所：厚生労働省「雇用動向調査」 
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９ 広島県の建設企業の現状に関するアンケート調査 

以下の内容は県内建設業の実態を把握するための資料として過年度に実施したあり方検討

委員会のアンケートより抜粋している。 

【アンケート概要】 

広島県内の建設企業の経営状況や課題などの現状を把握し、今後の地域における建設産

業の意義や役割、また建設人材の確保・育成の方策など、課題解決に向けた方向性を検討す

るため、県内に本社のある建設企業を対象としたアンケートを実施し、経営状況、人材確保・

担い手対策の状況、就業環境、ICT への対応状況などを把握した。 

図表 ９-1 調査概要 

調査目的 
広島県内に本社のある建設企業を対象に、人材確保・育成、生産性向上・働き

方改革、経営上の課題等を把握することを目的とする。 

調査対象 県内建設企業のうち、令和 6 年度建設工事入札参加資格を有する 2,278 業者 

データ数 サンプル数 2,278 票 有効回答数 733 票（回収率 32.2％） 

調査時点 2024 年 8 月 19 日（月）～2024 年 9 月 6 日（金） 

調査方法 自記入式アンケート調査票を郵送により配布・回収 

調査事項 

【基本属性】 

 本社所在地、ランク、公共工事の割合、主たる発注先、経常利益の増減、

従業員数 

【アンケート事項】 

 経営状況（経営上の課題、請負工事の受注環境） 

 人材確保・担い手対策の状況（採用活動、人材確保への対応、建設キャリ

アアップシステム対応等） 

 就業環境（技術者・技能労働者の休日取得状況、平均残業時間、処遇改善

対応） 

 生産性向上（ICT の活用） 

 事業継続、建設産業に対する行政の支援施策 

【図表の記載方法について】 

 各設問を集計した回答者数の値（n 値）を、「n＝●」という記載方法でグラフ中に示

している。 

 集計結果を割合で示している場合、特に断りのない限り、小数点以下第 2 位で四捨

五入している。そのため、割合の合計が 100％に一致しないことがある。 

 複数回答の設問は、回答者数に対する回答数の割合を示している。そのため、その合

計値が 100％を超える場合がある。 

 単一回答の設問において複数の選択肢に○が付いている場合は無効とし、無効分を

除いて集計を行っている。 



 

85 

(1) 回答者の基本属性 

① 本社所在地 

図表 ９-2 本社所在地域 

 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

図表 ９-3 本社所在地域別の回答数 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

西部地域

38.5%

東部地域

19.8%

三原地域

11.9%

東広島地域

8.8%

呉地域

8.7%

廿日市地域

4.4%

北部地域

3.6%

安芸太田地域

2.2%

庄原地域

2.1%

(n=724)

西部

地域

38.5%

37.4%

呉地域

8.7%

9.3%

廿日市

地域

4.4%

3.2%

安芸太田

地域

2.2%

2.4%

東広島

地域

8.8%

9.9%

東部

地域

19.8%

20.7%

三原

地域

11.9%

10.8%

北部

地域

3.6%

4.5%

庄原

地域

2.1%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答数(n=724)

発送数(n=2,278)

【参考】

（入札参加

資格者数）
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② 入札参加資格ランク 

図表 ９-4 入札参加資格のランク 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

4.7%

5.5%

6.1%

6.0%

2.3%

26.7%

9.2%

8.9%

6.6%

14.1%

36.6%

20.8%

4.7%

20.9%

22.4%

19.8%

10.8%

6.4%

13.5%

35.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木一式工事 (n=486)

建築一式工事 (n=379)

電気工事 (n=359)

管工事 (n=364)

舗装工事 (n=397)

Aランク Bランク Cランク Dランク
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（参考）入札参加資格のランク別構成比 

 A B C D 

土木一式工事 

登録者数 46 284 581 402 

回答企業数 23 130 178 96 

回答率（％） 50.0 45.8 30.6 23.9 

建築一式工事 

登録者数 45 105 260 162 

回答企業数 21 35 79 41 

回答率（％） 46.7 33.3 30.4 25.3 

電気工事 

登録者数 54 62 89 122 

回答企業数 22 32 17 23 

回答率（％） 40.7 51.6 19.1 18.9 

管工事 

登録者数 49 71 200 257 

回答企業数 22 24 76 49 

回答率（％） 44.9 33.8 38.0 19.1 

舗装工事 

登録者数 34 97 192 634 

回答企業数 9 56 89 141 

回答率（％） 26.5 57.5 46.4 22.2 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

※ 本アンケートは各工事の入札参加資格のランクを保有する企業全てに送付しているが、

複数の工事におけるランクを持つ企業やなしと回答した企業も含む。 

※ 表章した工事以外からの企業からも回答を得ているが、複数の業種に跨ることから、 

上記の図表には記載していない。 
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③ 直近年の完成工事高、事業の主たる発注先、経常利益 

図表 ９-5 完成工事高の割合 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

図表 ９-6 事業の主たる発注元 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

20億円以上

4.4%
10億～20億円未満

5.9%

5億～10億円未満

12.3%

3億～5億円未満

12.7%

2億～3億円未満

12.9%

1億～2億円未満

24.9%

5,000万～1億円未満

13.2%

5,000万円未満

13.6%

(n=726)

公共（国）

2.7%

公共（県）

15.6%

公共（市町村）

37.4%

民間

44.3%

(n=705)
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図表 ９-7 元請で施工した公共工事の割合 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

図表 ９-8 完成工事高に占める公共工事の割合 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

  

80％以上

39.4%

60～80％未満

16.3%

40～60％

未満

12.5%

20～40％未満

13.3%

20％未満

18.5%

(n=720)

80％以上

28.8%

60～80％未満

14.0%

40～60％未満

13.4%

20～40％未満

14.7%

20％未満

21.0%

0％（公共工事はない）

8.1%

(n=729)
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④ 従業員数 

図表 ９-9 技術者数 

 

※ 人数について無回答の企業（1 社）は除いて集計している。 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

（参考）技術者の男女比率 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

  

12.4%

13.3%

80.1%

52.5%

53.1%

18.9%

17.1%

16.8%

0.8%

13.3%

12.4%

0.1%

2.5%

2.0%

0.0%

2.5%

2.3%

0.1%

合計 (n=732)

男性 (n=732)

女性 (n=732)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0人 1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人以上

男性

95.2%

女性

4.8%

(n=732)

（1 人 13.8%  2 人 3.0% 3 人 1.4% 4人 0.7%） 
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図表 ９-10 技能労働者数（作業員・重機オペレーター等） 

 

※ 人数について無回答の企業（１社）は除いて集計している。 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

（参考）技能労働者の男女比率 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

  

27.3%

28.6%

92.2%

43.3%

42.5%

7.7%

18.0%

17.6%

0.1%

10.1%

10.0%

0.0%

1.0%

1.0%

0.0%

0.4%

0.4%

0.0%

合計 (n=732)

男性 (n=732)

女性 (n=732)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0人 1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人以上

男性

97.2%

女性

2.8%

(n=732)

1 人 5.9% 2 人 0.8% 3 人 0.7% 4 人 0.3% 
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図表 ９-11 事務系の従業員数 

 

※ 人数について無回答の企業（５社）は除いて集計している。 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

（参考）事務系従業員の男女比率 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

  

16.1%

76.1%

20.7%

72.7%

19.4%

71.7%

7.0%

1.9%

5.2%

4.0%

2.2%

2.1%

0.5%

0.1%

0.1%

0.4%

0.3%

0.1%

合計 (n=728)

男性 (n=728)

女性 (n=728)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0人 1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人以上

男性

45.1%

女性

54.9%

(n=728)

（1 人 39.7% 2 人 22.5% 3 人 6.3% 4人 3.2%） 
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(2) 回答結果 

① 経営状況 

図表 ９-12 経営上の課題について （複数回答） 

 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

61.6

54.3

44.0

40.6

34.6

34.1

31.8

30.7

30.6

25.0

21.2

21.1

20.8

14.9

14.2

11.5

10.3

0.8

若年労働者の確保・育成

技術者の不足

資材、燃料の高騰

公共受注の減少

従業者の技術力の維持・向上

自社の技能労働者の不足

既存受注（既存顧客）の維持

従業者の雇用維持

新規受注（新規顧客）の開拓

受注単価・落札率の低下

後継者への事業承継

民間受注の減少

賃上げに向けた対応

時間外労働の上限規制への対応

協力会社の技能労働者の不足

ICT施工等の情報通信技術の活用

資金繰り・借入金の増大

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

(n=716)

(%)
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図表 ９-13 経営上積極的に取り組んでいること（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

49.0

40.3

29.9

29.4

27.3

20.0

18.0

17.3

16.6

16.6

13.0

12.2

11.9

11.2

6.6

4.3

0.3

賃上げの実施

週休二日制の導入

建設キャリアアップシステムへの登録、活用

働き方改革（時間外労働の削減など）

若手人材の育成体制の構築、強化

採用活動の強化

月給制の導入

営業の強化（情報収集、受注戦略の立案など）

事務処理のペーパーレス化などDX対応

維持管理業務などの安定した収入の確保

ICT施工への取組

他社との業務提携・協業化

多能工の育成、活用

女性活躍・定着への積極的な取組

特に取り組んでいない

TVのCM、街頭広告、動画配信など広報活動

その他

0.0 20.0 40.0 60.0

(n=715)

(%)
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図表 ９-14 前年と比較した経常利益の変化 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

（参考）前年と比較した経常利益の変化（地域別） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

増加した

28.7%

変わらない

35.9%

減少した

35.4%

(n=701)

26.4

30.0

25.0

40.0

23.3

35.5

23.5

36.0

35.7

36.1

38.3

39.3

26.7

35.0

36.2

32.9

32.0

35.7

37.5

31.7

35.7

33.3

41.7

28.3

43.5

32.0

28.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

西部地域 (n=269)

呉地域 (n=60)

廿日市地域 (n=28)

安芸太田地域 (n=15)

東広島地域 (n=60)

東部地域 (n=138)

三原地域 (n=85)

北部地域 (n=25)

庄原地域 (n=14)

増加した 変わらない 減少した （％）
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図表 ９-15 経常利益が減少した要因について最もあてはまるもの 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

  

46.6

18.6

13.7

6.2

5.6

1.9

0.6

0.0

6.8

公共受注の減少に伴う売上減少

民間受注の減少に伴う売上減少

資材・燃料等の高騰による変動費の増加

労務費の増加による変動費の増加

その他の経費による固定費の増加

建機等の現場の設備導入に伴う固定費の増加

本業以外で発生した（営業外）損失の増加

システム等の導入に伴う固定費の増加

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

(n=161)

(%)
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② 人材確保・担い手対策の状況 

採用活動 

図表 ９-16 技術者の採用 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

図表 ９-17 技能労働者の採用 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

採用した

41.2%

採用活動はしたが、

採用できていない

35.8%

採用活動はしておらず、

採用もしていない

23.1%

(n=707)

採用した

51.0%

採用活動はしたが、

採用できていない

22.7%

採用活動はしておらず、

採用もしていない

26.3%

(n=706)
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図表 ９-18 採用した技術者・技能労働者の属性（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

17.8

2.2

21.7

4.1

10.3

15.2

52.5

38.3

11.6

4.7

高卒者（工業系学科）

高卒者（農業学科）

高卒者（普通科・商業科等）

高等専門学校卒（高専）

大学卒（土木系または建築系）

大学卒（土木系・建築系以外）

社会人（建設業経験者）

社会人（建設業未経験者）

外国人（技能実習生、特定技能外国人、

高度外国人材等）

その他

高
卒

者
高

専
・
大

卒
社

会
人

そ
の

他

0 20 40 60

(n=493)

（％）
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離職状況 

図表 ９-19 新たに採用した技術者・技能労働者の離職状況 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

図表 ９-20 新たに採用した技術者・技能労働者の離職理由について最も当てはまるもの 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

離職者あり

49.8%

離職者なし

50.2%

(n=656)

24.2

17.4

16.4

15.7

5.3

2.1

1.4

1.1

1.1

0.0

15.3

仕事内容の問題

家庭の問題

人間関係の問題

わからない

他社からの引き抜き

賃金の問題

労働時間の問題

会社の将来性への不安

建設業全体の将来性への不安

福利厚生の問題

その他

0.0 10.0 20.0 30.0

(n=281)

(%)
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（参考）新たに採用した技術者の離職状況 ※完工高別 

 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

（参考）新たに採用した技能労働者の離職状況 ※完工高別 

 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

92.9

75.0

52.9

51.3

40.6

43.9

61.1

46.2

7.1

25.0

47.1

48.7

59.4

56.1

38.9

53.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20億円以上 (n=28)

10億～20億円未満 (n=32)

5億～10億円未満 (n=51)

3億～5億円未満 (n=39)

2億～3億円未満 (n=32)

1億～2億円未満 (n=57)

5,000万～1億円未満 (n=18)

5,000万円未満 (n=13)

離職者あり 離職者なし

82.4

63.0

70.0

60.0

56.0

55.4

56.8

43.5

17.6

37.0

30.0

40.0

44.0

44.6

43.2

56.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20億円以上 (n=17)

10億～20億円未満 (n=27)

5億～10億円未満 (n=60)

3億～5億円未満 (n=50)

2億～3億円未満 (n=50)

1億～2億円未満 (n=83)

5,000万～1億円未満 (n=37)

5,000万円未満 (n=23)

離職者あり 離職者なし



 

101 

人材確保への対応 

図表 ９-21 担い手を確保するための取組（複数回答） 

 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

  

62.5

27.0

25.2

24.3

19.4

18.3

17.8

15.4

12.3

9.7

9.4

8.4

3.7

3.4

1.8

ハローワークでの求人

求人情報サイト・求人情報誌への掲載

自社HP・SNS等の情報発信、会社案内の充実

給与水準の向上

特に行っていない

残業時間の削減

学校訪問

完全週休二日制の導入

人材育成制度の充実

福利厚生の充実（社員寮の整備等）

インターンシップ・職場体験等の受入れ

企業説明会、自社イベント等の開催

地域イベント等を活用したPR

新聞・テレビ・ラジオでのPR

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

(n=725)

(%)
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図表 ９-22 採用状況ごとの担い手を確保するための取組 ※技術者（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

67.7

35.7

33.3

31.6

28.9

25.8

22.0

18.6

18.6

16.8

14.1

10.7

5.2

4.8

2.1

76.7

26.9

24.1

24.5

14.2

16.6

12.3

4.3

11.1

5.5

6.7

5.9

4.0

2.0

2.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

ハローワークでの求人

求人情報サイト・求人情報誌への掲載

自社HP・SNS等の情報発信、会社案内の充実

給与水準の向上

学校訪問

残業時間の削減

完全週休二日制の導入

インターンシップ・職場体験等の受入れ

人材育成制度の充実

福利厚生の充実（社員寮の整備等）

企業説明会、自社イベント等の開催

特に行っていない

地域イベント等を活用したPR

新聞・テレビ・ラジオでのPR

その他

採用した (n=291) 採用活動はしたが、採用できていない (n=253)

（％）
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図表 ９-23 採用状況ごとの担い手を確保するための取組 ※技能労働者（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

70.3

31.1

30.6

30.6

23.3

22.2

19.7

17.5

13.6

13.1

11.1

10.8

5.0

4.7

1.4

75.6

18.8

25.0

21.3

14.4

10.0

10.0

6.9

3.8

3.8

5.0

3.1

3.8

1.9

3.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

ハローワークでの求人

自社HP・SNS等の情報発信、会社案内の充実

求人情報サイト・求人情報誌への掲載

給与水準の向上

残業時間の削減

学校訪問

完全週休二日制の導入

人材育成制度の充実

福利厚生の充実（社員寮の整備等）

特に行っていない

企業説明会、自社イベント等の開催

インターンシップ・職場体験等の受入れ

地域イベント等を活用したPR

新聞・テレビ・ラジオでのPR

その他

採用した (n=360) 採用活動はしたが、採用できていない (n=160)

（％）
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図表 ９-24 県外在住者向けへの取組（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

図表 ９-25 採用状況ごとの県外在住者向けへの取組 ※技術者（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

85.9

10.8

4.7

1.3

1.0

0.7

1.3

特に行っていない

就活サイトを利用する

社内に住宅支援制度（社宅を含む）を設ける

首都圏の高校・大学向けに情報発信を行う

首都圏で実施される採用イベントに参加する

社内にU・Iターン者の支援制度を設ける

その他

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(n=675)

(%)

73.2

16.8

8.9

2.7

2.1

1.0

0.7

80.2

6.3

1.6

0.0

0.4

0.8

2.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

特に行っていない

就活サイトを利用する

社内に住宅支援制度（社宅を含む）を設ける

首都圏の高校・大学向けに情報発信を行う

首都圏で実施される採用イベントに参加する

社内にU・Iターン者の支援制度を設ける

その他

採用した (n=291) 採用活動はしたが、採用できていない (n=253)
（％）
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図表 ９-26 採用状況ごとの県外在住者向けへの取組 ※技能労働者（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

79.2

11.7

6.7

2.2

1.7

1.1

0.8

79.4

4.4

0.6

0.0

0.6

1.9

1.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

特に行っていない

就活サイトを利用する

社内に住宅支援制度（社宅を含む）を設ける

首都圏の高校・大学向けに情報発信を行う

首都圏で実施される採用イベントに参加する

その他

社内にU・Iターン者の支援制度を設ける

採用した (n=360) 採用活動はしたが、採用できていない (n=160) （％）
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女性の雇用 

図表 ９-27 女性技術者や女性技能労働者の応募状況 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

図表 ９-28 女性活躍推進上の課題（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

応募がある

16.2%

応募が無い

83.8%

(n=708)

50.2

37.8

25.6

9.5

7.8

7.4

2.2

入職を希望している者が少ない

体力が必要なため、できる仕事が限られる

考えたことがない

職場環境整備にコストがかかる

代替要員の確保が困難・離職率が高い

残業等させにくい

その他

0.0 20.0 40.0 60.0

(n=719)

(%)
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外国人労働者の雇用 

図表 ９-29 外国人の雇用及び検討状況 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

（参考）外国人の雇用及び検討状況（地域別） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

  

受入れて

いる

11.2%

受入れていないが、今後

受入を検討している

12.9%

受入れておらず、受入を

検討していない

75.9%

(n=731)

10.8

4.8

6.3

6.3

14.1

15.4

9.3

11.5

26.7

11.2

8.1

9.4

12.5

10.9

14.7

18.6

19.2

6.7

78.1

87.1

84.4

81.3

75.0

69.9

72.1

69.2

66.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

西部地域 (n=278)

呉地域 (n=62)

廿日市地域 (n=32)

安芸太田地域 (n=16)

東広島地域 (n=64)

東部地域 (n=143)

三原地域 (n=86)

北部地域 (n=26)

庄原地域 (n=15)

受入れている

受入れていないが、今後受入を検討している

受入れておらず、受入を検討していない
（％）
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図表 ９-30 外国人労働者の雇用状況 

 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

図表 ９-31 外国人労働者の雇用を検討しない理由について最もあてはまるもの 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

男性

190人

男性

102人

男性

8人

女性

1人

技能

実習生

63.1%

特定

技能

33.9%

高度外国人材

3.0%

(n=82)

36.7

20.2

17.9

16.9

14.1

13.2

12.7

10.0

9.4

8.6

5.3

言語等のコミュニケーションに懸念がある

日本人で人材を確保できる

外国人労働者の生活面の支援が困難

社内体制を整備・維持していくのが困難

研修・教育に時間がかかる

外国人労働者が担当できる業務が無い

在留期間に制限がある

費用対効果が合わない

行政手続きが煩雑である

採用の仕方が分からない

その他

0.0 20.0 40.0

(n=608)

(%)
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人手不足の原因及び人材定着・育成に向けた取組 

図表 ９-32 建設業界の人手不足の原因（当てはまるものを 3 つまで選んで回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

  

74.1

39.7

35.5

28.7

28.2

26.2

15.2

14.2

9.5

9.5

5.8

5.0

3.7

1.9

2.2

３Ｋ（キツイ・汚い・危険）のイメージがある

建設業への関心が低い

他業界よりも休日が少ない・不規則

建設業の社会的役割・魅力が伝わっていない

他業界よりも労働時間が長い・不規則

他業界よりも給与・待遇面で劣る

現場代理人・配置技術者の専任要件が厳しい

建設投資額が減少し、先行き不透明である

女性活躍が進んでいない

工期に余裕が無い

生産性の向上・効率化が進んでいない

他業界よりも福利厚生面で劣る

よくわからない

県外建設企業が好条件で人材獲得している

その他

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

(n=726)

(%)
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図表 ９-33 従業員定着、従業員育成のために行っている取組（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

  

64.7

61.1

60.9

47.3

42.4

17.1

11.8

7.5

6.7

2.8

1.5

0.8

資格取得に向けた研修や費用等の支援

資格取得者への資格手当等の支給

社内の雰囲気や人間関係を良好にする

残業や休日出勤を少なくする

適正な賃金水準の確保

家賃補助など各種手当の整備

公正な人事評価の仕組みを整備する

先輩社員やメンター等の適切な指導・相談体制の

整備

育成を行うための年齢バランスの良いチーム構成

取組の必要性を感じない

従業員のキャリアデザイン計画を作成している

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

(n=719)

(%)
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建設キャリアアップシステム（CCUS） 

図表 ９-34 建設キャリアアップシステムの登録状況 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

図表 ９-35 建設キャリアアップシステムを登録しない理由（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

事業者と技能労働者等

のいずれも登録している

45.0%

事業者のみ登録している（技能

労働者等は雇用していない）

6.6%

事業者として登録しているが、雇用して

いる技能労働者等は登録していない

4.6%

いずれも登録してい

ないが、今後登録す

る予定

17.2%

登録する予定はない

26.7%

(n=716)

55.6

34.8

22.5

18.2

12.3

1.6

4.3

システムをよく理解していない

導入のメリットがないと感じている

登録料や利用料等の費用がかかる

登録手続きが煩雑・手間である

カードリーダーの設置等、管理が面倒である

技能労働者の引き抜きが懸念される

その他

0.0 20.0 40.0 60.0

(n=187)

(%)
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人員充足状況 

図表 ９-36 技術者の人員充足状況について 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

図表 ９-37 技能労働者の人員充足状況について 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

充足して

いる

9.4%

やや充足している

15.7%

やや不足している

41.3%

不足している

33.6%

(n=714)

充足している

11.5%

やや充足している

14.0%

やや不足している

39.6%

不足している

34.9%

(n=685)
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図表 ９-38 技能労働者の特に不足している職種について 

 

※ 「技能労働者を雇用していない」と回答した企業は除いて集計している。 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

  

25.7

21.2

17.0

13.6

10.5

10.0

8.4

7.5

5.8

5.6

2.8

1.0

21.0

オペレーター

型枠工（建築・土木）

配管工（水道・ガス）

電気工

左官

とび工

大工（建築）

鉄筋工（建築・土木）

塗装工

造園工

内装工

建築板金工

その他

0.0 10.0 20.0 30.0

(n=572)

(%)
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図表 ９-39 技術者の人員見込みについて 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

図表 ９-40 技能労働者の人員見込みについて 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

人員は増加する

見込

22.9%

人員は減少する

見込

29.6%

わからない

47.5%

(n=720)

人員は増加する

見込

20.2%

人員は減少する

見込

27.1%

わからない

52.7%

(n=708)
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賃上げの状況について 

図表 ９-41 賃上げの状況  

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

図表 ９-42 賃上げの増加率 

 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

  

直近一年間に賃上げ

を行った

71.3%

今後一年以内に賃

上げを行う予定

10.8%

賃上げを行う予

定はない

17.9%

(n=721)

1.5％未満

27.7%

1.5％以上3.0％未満

38.4%

3.0％以上5.0％未満

21.6%

5.0％以上

12.3%

(n=570)
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③ 従業員の就業環境 

技術者・技能労働者の休日取得状況、残業時間 

図表 ９-43 技術者の休日取得状況 

 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

図表 ９-44 技能労働者（作業員、重機オペレーター等）の休日取得状況 

 

 ※ 「技能労働者を雇用していない」と回答した企業は除いて集計している。 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

34.8% 14.1% 35.3% 6.1% 4.7% 5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

4週8休 4週7休 4週6休 4週5休 4週4休以下 その他

(n=686)

34.2% 14.2% 35.0% 7.2% 4.5% 4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

4週8休 4週7休 4週6休 4週5休 4週4休以下 その他

(n=625)
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図表 ９-45 技術者の平均残業時間 

 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

図表 ９-46 技能労働者（作業員、重機オペレーター等）の平均残業時間 

 

※ 「技能労働者を雇用していない」と回答した企業は除いて集計している。 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

  

82.5% 15.4%

1.6%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30時間未満 30時間～45時間未満 45時間～60時間未満 60時間以上

(n=697)

87.0% 11.5%

1.3%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30時間未満 30時間～45時間未満 45時間～60時間未満 60時間以上

(n=610)
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図表 ９-47 週休 2 日（4 週 8 休）達成の妨げの要因（複数回答） 

 

※ 「週休 2 日（4 周 8 休）を達成している」と回答した企業でも、社内の部門によっては 

休日勤務が発生している可能性もあるため、全ての回答者にて集計している。 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

53.4

51.4

33.4

23.1

22.4

12.5

11.5

6.2

天候に左右されるため

繁忙期・閑散期で労働需要に差があるため

関係会社（元請・下請）との調整が困難

十分な工期が無いため（民間工事）

十分な工期が無いため（公共工事）

週休2日は社内全ての部門で達成できている

月給制でないため

その他

0.0 20.0 40.0 60.0

(n=710)

(%)
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就業環境、処遇の改善に向けて 

図表 ９-48 労働時間上限規制対応に向けた残業時間削減への取組（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

38.9

32.1

29.2

28.8

20.6

14.5

14.0

8.2

14.5

2.1

現場の作業状況に応じて休憩時間を増やしたり勤務

時間を減らしたり、柔軟に調整している

自宅から現場への直行・直帰を指示している

1か月単位または1年単位の変形労働時間制を採用

している

現場の状況に応じ人員を多く配置する等の工夫をし

ている

現場管理ソフト等のICTを導入・活用することで、業務

の簡素化・効率化を進めている

発注者に対し余裕のある工期設定を依頼している

バックオフィス（事務職員等）を活用し、現場事務の分

業化を進めている

労務管理システムを導入して、労働時間の正確な把

握に努めている

特に対応をしていない

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

(n=719)

(%)
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図表 ９-49 処遇改善や働き方改革を実施する上で必要な条件（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

63.8

63.1

63.0

36.2

18.3

6.8

6.4

1.0

発注者（または元請）による適切な工

期（余裕のある工期）の設定

発注者（または元請）による適切な経

費の反映

発注者への提出書類の簡素化・削減

施工時期の平準化

中長期的な発注見通し

設計から施工におけるICTの導入（現

場施工の効率化）

特にない

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

(n=721)

(%)
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④ 生産性向上（ICT 活用等） 

ICT 導入・活用状況 

図表 ９-50 ICT 導入・活用状況（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

図表 ９-51 ICT 活用による効果、ICT 活用に期待する効果（複数回答） 

 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

  

38.7

35.2

10.8

10.4

6.2

3.5

47.3

0.4

ICT施工に関する現場施工管理ソフト・アプリ

（工事写真台帳等）

ICT施工に関する設計ソフト（CAD・3DCAD）

測量用レーザースキャナ

UAV（ドローン）

ICT建機（マシンガイダンスのバックホウ・ブルドー

ザー等）

ICT建機（マシンコントロールのバックホウ・ブル

ドーザー等）

どれも導入していない

その他

0 10 20 30 40 50

(n=714)

(%)

59.6

34.1

33.2

20.7

14.7

13.9

10.2

10.2

9.1

8.0

6.2

13.3

1.4

業務の効率化

生産性向上

労働時間の削減

技術者不足への対応

ミス手戻りの減少

イメージアップ

安全性の向上

若手へのアピール

工期短縮

休日の確保

人材の確保

どの効果も期待しない

その他

0 10 20 30 40 50 60 70

(n=648)

(%)
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ICT の活用による業務効率化、生産性向上への取組状況 

図表 ９-52 業務効率化、生産性向上への取組状況（ICT 活用） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

図表 ９-53 ICT 活用に向けた課題（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

  

既にICTの活用を進

めており、これからも

積極的に進めていく

予定である

29.7%

現在、ICTの活用は

進んでいないが、こ

れからは積極的に導

入していく予定であ

る

26.7%

既にICTの活用を進

めているが、これから

はあまり積極的に進

める予定ではない

9.4%

現在、ICTの活用は進

めておらず、今後も導

入は検討していない

34.2%

(n=711)

71.2

49.6

40.9

25.5

2.6

経費の増加（設備投資・外注費・人材確保）

技術者の育成（内製化等）

ICTの導入効果がある工事の安定受注

情報通信技術の情報（理解）不足

その他

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

(n=274)

(%)
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図表 ９-54 ICT 活用が進まない、検討しない理由（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

  

41.5

30.7

29.0

26.6

20.5

8.2

7.5

5.1

2.2

経費（設備投資・外注・人材）の確保が難しい

必要性を感じていない

技術者育成のためのノウハウ・時間がない

情報通信技術の情報（理解）が不足している

導入効果に懸念がある

長時間労働への対応を必要としていない

協力（下請）企業が確保できている

技能労働者が足りている

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

(n=414)

(%)
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（参考）業務効率化、生産性向上への取組状況（ICT 活用）※完工高別 

 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

  

78.1

51.2

47.7

38.5

31.5

24.1

11.6

4.3

9.4

23.3

28.4

20.9

30.4

31.2

26.3

26.6

6.3

7.0

10.2

12.1

10.9

8.8

12.6

4.3

6.3

18.6

13.6

28.6

27.2

35.9

49.5

64.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20億円以上 (n=32)

10億～20億円未満 (n=43)

5億～10億円未満 (n=88)

3億～5億円未満 (n=91)

2億～3億円未満 (n=92)

1億～2億円未満 (n=170)

5,000万～1億円未満 (n=95)

5,000万円未満 (n=94)

既にICTの活用を進めており、これからも積極的に進めていく予定である
現在、ICTの活用は進んでいないが、これからは積極的に導入していく予定である
既にICTの活用を進めているが、これからはあまり積極的に進める予定ではない
現在、ICTの活用は進めておらず、今後も導入は検討していない
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⑤ 事業承継 

図表 ９-55 現時点での事業承継の状況 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

図表 ９-56 廃業する予定である理由（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

事業承継は円滑に

進む予定である（予

定者を含め、後継者

は決まっている）

42.7%

事業承継するつもりだ

が、後継者は決まって

いない

27.3%

他社に事業譲渡を行う予定

（合併・併合を含む）

1.7%

廃業する予定である

4.8%

未定である

23.5%

(n=724)

85.7

37.1

22.9

22.9

11.4

8.6

事業を継ぐ人材がいないため

建設業の将来性が見通せないため

従業者の確保が困難であるため

地域に建設需要がない又は落ち込んでいるため

経営を維持していくための資金面に不安があるため

その他

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

(n=35)

(%)
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（参考）現時点での事業承継の状況についての回答のうち、「廃業する予定である」と回答した割合（完成

工事高別） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

図表 ９-57 県内建設業の再編は進むか否か 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

  

4.8

0.0

0.0

0.0

0.0

1.1

6.2

7.4

16.3

0.0 10.0 20.0

全体 (n=724)

20億円以上 (n=32)

10億～20億円未満 (n=43)

5億～10億円未満 (n=88)

3億～5億円未満 (n=91)

2億～3億円未満 (n=94)

1億～2億円未満 (n=177)

5,000万～1億円未満 (n=95)

5,000万円未満 (n=98)

（％）

業界再編は進む

27.6%

業界再編は進まない

19.4%

わからない

53.0%

(n=713)
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⑥ 建設産業に対する行政の支援施策 

図表 ９-58 県に力を入れてもらいたい支援施策（複数回答） 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

  

61.7

44.4

35.8

26.8

22.6

20.0

20.0

12.4

11.3

3.8

資材高騰に対応する単価改定と契約変更

公共工事における地元調達の更なる拡大

建設労働者の処遇改善への取組（賃金向上、キャリ

アアップシステム等）

休日の確保への取組（週休2日制工事）

建設産業の魅力発信に関する取組（SNS等）

公共工事におけるダンピング対策

元請・下請関係の適正化への取組

維持管理業務や多様化する災害対応への体制確保

の取組

長時間労働の是正への取組（生産性向上等）

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

(n=716)

(%)
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図表 ９-59 県に力を入れてもらいたい支援施策（自由回答の中から抜粋） 

内容 

下請への支払時に協力費等の妥当とは言い難い名目で「請負額から○％」などの差引を

行っている企業が存在するので、是正するよう働きかけてほしい。 

各業種に従事している労働者の人数を把握した上で、一定の仕事量の発注を重ねていく

ことで安定した雇用にもつながっていくのではないか。 

材料費の高騰により値上げしないと利益を確保できない。しかし、落札するためには公

共工事でもある程度値下げしている。元請が各工法等の適正価格を認知していれば、無

理な工期や金額での依頼が減るのではないか。 

現在県で採用している総額失格基準価格（入札の基準価格を入札価格の平均から標準偏

差を減じた額とする。ただし、入札参加者が 5 者未満の場合は有効な入札価格の平均の

値の 90％とする）は採用を見直して欲しい。 

未だに発注書や注文書の重要な書類を発行せず、口頭で契約を結んでいる業者が沢山存

在する。その為請負代金訴訟問題が尽きず、行政等に働きかけても解決には至らない。 

修繕業務のような比較的小規模な工事であっても、最低基準価格を設定し、低入札を無

くしてほしい。 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 
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⑦ 建設業法等の改正に係る行政や業界団体に期待する取組 

図表 ９-60 改正法の目的達成に向けて県や業界団体に最も期待する取組 

 

出所：CIIC「地域建設産業のあり方検討委員会（広島県）」報告書 

 

 

 

 

 

 

  

46.7

24.1

15.6

11.3

2.3

公共・民間を問わず発注者側への理解を促進してほ

しい

法改正の内容について、説明会を開催するなど、建

設業界への周知を徹底してほしい

適正利潤の確保のため、公共発注者のダンピング対

策を徹底してほしい

監督行政庁の体制を充実させ、違反者をきちんと取

り締まることが必要

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

(n=640)

(%)
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